





ては IASB が作成する IFRS との差異を縮小していこうという議論である。
ところが、このコンバージェンスのターゲットとなっている IFRS 自身が、基準の改訂
の最中にあり、それ自身が定まらないことから「ムービング･ターゲット」などと呼ばれる
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たとえば、2002 年に FASB と IASB の共同で収益認識プロジェクトを発足させてから、








































































































この X→X’の変更が行われた際、今度は A と同列にある下位ルール B や C について、
X’の制約を充たさないという状況も考えられ、変化を要することになる可能性がでてく
る。また、反対に X に置き換えられた X’が上位にあるルールとの不整合が生じることも
考えられる。この場合には、先の A→A’の変更と同様の問題が生じてくる。つまり、X’
が上位のルールと整合的であればよいが、上位のルールと整合しないこととなれば、ま
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   ●   ●   ●  
 X→X’  Y Z ● ● ● ● ● ● 





















































































10 ただし、IAS 第 16 号では、以前から有形固定資産を公正価値で評価する方法（再評価モデ




基準設定機関とリサーチしていた経緯(IAS 第 16 号 BC25 項)からも明らかなように、金融商品
などの公正価値評価とは異なるものである」との指摘がなされている。
11 斎藤（2013）
12 これと同時期の 1999 年に「投資不動産」、「農業」に関する公開草案が公表され、2000 年 3

















学会(American Accounting Association: AAA)から公表された「基礎的会計理論に












15 第 2 章で詳述するが、徳賀(2012)。

























































































































































































































































































































































































































































(1) 固定資産における減損会計(IAS 第 36 号)
① 概要






































我が国においても、IAS 第 36 号に相当する「固定資産の減損に係る会計基準」
が存在する。しばしば、固定資産の減損会計については、主要な会計基準(日本、米
国、IFRS)でそれぞれ処理が異なるとして比較がなされるところである。この点、





















































するか又は再評価として資本に直接認識すべきとの主張があった(IAS 第 36 号
BCZ183)。
















IAS 第 36 号 BCZ184，秋葉（2014a）pp.178-179 をもとに作成
































IAS 第 16 号 39-41 項，秋葉(2014a)p.221 より引用






















(3) 非金融負債の公正価値評価(IAS 第 37 号改訂公開草案)
① 現行の IAS 第 37 号






























IASB は、2005 年 6 月に IAS 第 37 号「引当金，偶発負債及び偶発資産」を改訂





ムワーク 4.37 項，4.38 項)。
33
図表 10






まず、(a)対象項目について、引当金に限らず、IAS 第 32 号「金融商品：開示及
び表示」に示されている金融負債以外を「非金融負債」と呼び、IAS 第 37 号の適
用対象とする提案がなされた。また、認識要件について、蓋然性規準を削除する提
案がなされ、負債の定義を満たすものはその発生の可能性に関わらず負債として計






























































































































FASB Discussion Memorandum, An Analysis of Issues Related to Conceptual
Framework for Financial Accounting and Reporting：Elements of Financial
Statements and Their Measurement (FASB（1976）)によって示されたことによ
るものである。


















































































































































































うとしているのかもしれない。この点に関して、2013 年概念フレームワーク DP で
は、その公表の経緯の 1 つに「現行の｢概念フレームワーク｣の一部の側面は、時代
遅れになっており、IASB の現在の考え方を反映できていない」ことが示されてい
るため、2013 年概念フレームワーク DP を検討することは IASB の現在の考えを理
解するのに参考になるものと思われる。
③ 2013 年概念フレームワーク DP
2013 年概念フレームワーク DP においては、測定に関する議論も行っている86。
その議論の出発点は、現行の概念フレームワークにおいては、どのような場合に特
定の測定を用いるべきかに関する具体的な指針が示されていないという認識からで
























































































































































































































































































































































































































我が国の ASBJ での調査が有用なインプットを提供したとの記述が見受けられた(2013 年




99 第 2 章(図表 4)、混合会計①に該当する。
意思決定有用性アプローチ
収益力の開示 企業価値評価に役立つ情報の開示
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